平成24～25年度厚生労働科学研究費補助金（がん臨床研究事業）
分担研究報告書
がんと就労に関するアンケート調査
研究分担者：福田　　敬（国立保健医療科学院 研究情報支援研究センター）
研究協力者：北野　敦子（聖路加国際病院 腫瘍内科）
【要旨】
就労中に乳がんと診断された患者の多くが，検査，手術，化学療法による通院および体調変化のために休職，ときには離職を余儀なくされる。さらに，その後の復職にも影響を与え「働きたくても働けない」状況になることを臨床上では多く経験する。その中で患者は，就労に関しての疑問や悩みを抱え，相談すべき機会や場を利用できないでいる。そこで本研究では乳がん罹患前後の就労の実態と，乳がん患者の就労に関する要望を把握することを目的としてアンケート調査を行った。
　対象は現在20歳以上の乳がん患者で，乳がんにて通院中または治療歴が10年未満の男女100人。乳がん発症時に有職であった者に限定した。調査はインターネット質問紙を利用し，2013年12月4日～2013年12月16日の期間で行った。
本アンケート調査を通して，乳がん罹患後に依願退職した者が全体の15％，転職が12％いることが分かった。退職・転職の時期としては診断直後と診断後2年以上経過した場合とが同率であり，その時期の就労支援の必要性が明らかになった。また職種としてパート・アルバイトの割合が診断前よりも診断後，現在と時間を経過するにつれ増えており，正社員として勤務することが難しいこともわかった。
就労継続の希望は70％近くが持っているが，就労継続への影響要因として，身体的要因である「倦怠感」や，心理的要因である「働く意欲の低下•モチベーションの低下」が，「社会制度的要因」よりも上位を占めた。就労継続が困難となる要因として倦怠感やほてり・のぼせなど客観的な評価が難しい症状が一番にあげられており，今後さらなる研究が必要であると同時に，雇用者にも理解を求める働きかけが必要と考えられた。
病気や家事のために仕事や家事を休んだ日数は診断後が79.7日，現在が36.8日と約半分に減ってはいるが，術後経過観察中であっても諸症状により労務不能であることがわかった。
治療継続にあたり勤務先から「ほとんど支援を受けていない」と回答したのが全体の過半数に及んでいた。さらに，就労相談相手として最も多かった医師ですら，何も返答が得られなかったケースが半数近くに及んでいた。この結果から，これまでがん患者の就労問題について雇用先も医療機関も積極的に取り組んでいなかったという現状が浮き彫りになったと考える。
A. 研究目的
就労中に乳がんと診断された患者の多くが，検査，手術，化学療法による通院および体調変化のために休職，ときには離職を余儀なくされる。さらに，その後の復職にも影響を与え「働きたくても働けない」状況になることを臨床上では多く経験するが，その要因に関する調査は行なわれていなかった。さらに，患者は，就労に関しての疑問や悩みを抱え，相談すべき機会や場を利用できないでいる。
そこで本研究では乳がん罹患前後の就労の実態と，就労を困難にする要因の解明，および乳がん患者の就労に関する要望を把握することを目的としてアンケート調査を行った。
B. 研究方法
対象：現在20歳以上の乳がん患者で，乳がんにて通院中または治療歴が10年未満の男女。乳がん発症時に有職であった者。
調査手法：インターネット質問紙調査
調査エリア：全国
サンプル数：100人
設問数：53問
実施期間：2013年12月4日～2013年12月16日
C. 研究結果
1. 対象者の属性
対象者は女性97人（97％），男性3人（3％）の内訳で，年齢は40代（49％），50代(31%)と約8割が乳がん好発年齢層であった。現在の職業に関してはパート・アルバイトが最も多く48人（48％），民間企業の従業員が28人（28％）であり，自営，公務員の順で多かった。結婚状況は既婚者が68人（68％），未婚22人（22％）であった。子どもの有無に関してはいると答えたのが，59人（59％）で，うち末子が小中学生またはすでに就職または結婚したという人がそれぞれ17人（17％）であった。居住地は関東地方が40人（40％）と最も多かった。
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2．乳がん診断時の状況
　診断時のがんのステージはⅠ期が28％と最も多く，次いでⅡa期26％，0期17％であった。受けた治療内容は60％以上が乳房部分手術，ホルモン療法，放射線治療を受けたと返答した。乳がん罹患後からの期間は，5年以内が53％で，5年以上経過している者が47％であった。診断時の職業はパート・アルバイトが最も多く31％，次いで民間企業従業員が31％で，この2つで全体の3分の2を占めていた。
3．診断後の就労状況について
　診断後にそれ以前と同じ就労をしていたのは全体の53％であった。依願退職をした人が全体の15％，転職が12％であった。職種はパート・アルバイトが最も多く，診断前は全体の34％であったが，診断後は45％に増加し，さらに現在は48％とさらに増加している。民間企業の従業員数は診断後が全体の31％だったのに対し，現在は28％と減っている。一方で，無職や主婦の割合はそれぞれ減っている。
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　診断後も仕事を継続したいという意思を69％が持っていた。継続したい理由としては経済的面から働かざるを得ないと応えたのが半数近く，仕事に生きがいを見出しているからという理由も3割あった。経済的理由を挙げたのは40代以下とステージⅠ期以下で比較的多い傾向だった。
　罹患後職業をかえた人たちが，就労継続に影響をしたと考えている要因は「倦怠感」が最も多く，次に「働く意欲・モチベーションの低下」，「働くことがストレス」という返答だった。治療別に見てみると，ホルモン療法施行群で「倦怠感」「手のむくみ・浮腫」「ほてり・のぼせ」が上位に挙がった。術前または術後化学療法施行群では「脱毛・皮膚障害による容姿の変化」が上位に挙がった。
　現在の職業遂行能力の自己評価を0から10までの11段階で評価してもらったところ，平均は8.6点であった。
4．治療に関する費用と日数
　診断後1年間で病気のために仕事や家事を休んだ日数は平均79.7日であった。
一方で最近1年間に，病気のために仕事や家事を休んだ日があった割合は通院を除いて40％であり，平均日数は36.8日であった。診断直後に比べれば少ないものの平均通算1か月以上は休んでいることが分かった。
乳がん治療にかかった総医療費の平均は1,000,375円だった。40歳以下やステージ2期以上では総医療費が高い傾向がみられた。高額医療費の還付金の平均は185,176円であったが，全体の22％は還付を受けていなかった。また個人が加入している保険で支払われた保険金の平均は516,250円だったが，こちらも23％は支払われていない人がいた。通院にかかる交通費は，電車・バス利用のもので平均1,051円，タクシー利用時は平均3,086円だった。
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　通院以外で購入しているものは補正用パッドや下着が31％と最も多く，サプリメント28％，ウィッグ27％であった。利用額の平均は補正用パッドや下着が18,355円，サプリメントが90,893円，ウィッグが125,852円だった。
5. 治療と仕事の両立
　乳がん罹患後に就労変更または離職をしたのは47人であった。
時期としては診断後1か月未満と回答したのが19.2％と最も多く，並んで2年以上経過してからと回答した者も19.2％いた。
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治療と仕事を両立するために利用した制度で最も多かったのは有給休暇であった。治療継続にあたり，勤務先からの「十分な支援を受けた」と回答したのは16.0％，「それなりの支援を受けたと回答したのは27.0％，過半数は「ほとんど支援を受けていないと回答した。
　今後2年間，今の職業を継続できると回答したのは77％であったが，一方で23％は不明との回答だった。
　乳がんに罹患したことを職場に伝えたという人は78％であった。そのうち伝えた相手は上司が64.1％，同僚が56.4％だった。罹患を伝えたタイミングは診断時が50％と最も多かった。
　就労の悩みを相談した相手は，主治医が25％と最も多く，産業医6％，相談室11％，患者会などが14％であった。しかしながら相談相手として最も多かった主治医の場合でも，何も返答を得られなかったケースが48％と半数近かった。
現在の自身の健康状態については，96％以上が普段の生活に支障はないと回答した。一方で「痛み/不快感」に関しては「ある」と回答したのが33％，「不安/ふさぎ込み」に関しては「ある」と回答したのが23％いた。
[image: image6.png]BF O BB DB

L2 L e s o]

[

sEAsEDIET T 333 z z
amesrBEsIEDNE 333 - -
amzncEoE 333 - -
amsmonESHAL£EONE 00 - -




D. 考察
本アンケート調査を通して，乳がん罹患後に依願退職が全体の15％，転職が12％いることが分かった。退職・転職の時期としては診断直後と診断後2年以上経過した場合とが同率であり，その時期の就労支援の必要性が明らかになった。
また職種としてパート・アルバイトの割合が診断前は全体の34％であったが，診断後は45％，現在は48％と罹患後時間が経過するにつれ増えており，正社員として勤務することが難しいこともわかった。
就労継続の希望は70％近くが持っているが，就労継続への影響要因として，身体的要因である「倦怠感」や，心理的要因である「働く意欲の低下•モチベーションの低下」が，「社会制度的要因」よりも上位を占めた。就労継続が困難な理由で最も多いのは「倦怠感」であった。「倦怠感」の客観的評価は難しく，勤務先に理解を求めることが最も困難な症状と考える。同様に，就労継続困難な要因として挙げられた「むくみ・浮腫」「ほてり・のぼせ」についても客観的評価が難しい症状であり，今後さらなる研究が必要であると同時に，雇用者にも理解を求める働きかけが必要と考える。
病気や家事のために仕事や家事を休んだ日数は診断後が79.7日，現在が36.8日と約半分に減ってはいるが，術後経過観察中であっても諸症状により労務不能であることがわかった。労務不能なことが経済学的にどれほど影響するかについては，分担研究者の福田氏が報告をしている。
治療継続にあたり勤務先から「ほとんど支援を受けていない」と回答した者が全体の過半数に及んでいた。さらに，就労相談相手として最も多かった医師ですら，何も返答が得られなかったケースが半数近くに及んでいた。この結果から，これまでがん患者の就労問題について雇用先も医療機関も積極的に取り組んでいなかったという現状が浮き彫りになったと考える。
E．結論
　乳がん体験者の罹患前後の就労状況の変化，よび就労継続が困難となる要因が明らかになった。就労継続経の影響要因として，身体的要因である「倦怠感」や，心理的要因である「働く意欲の低下•モチベーションの低下」が，「社会制度的要因」よりも上位を占めた。就労継続が困難となる要因として倦怠感やほてり・のぼせなど客観的な評価が難しい症状が一番にあげられており，これらをどのように雇用先に伝え理解を求めるかについては，今後の課題といえる。
　がん患者の就労問題を解決していくには，雇用者だけでなく医療機関としても積極的に取り組んでいく必要があることが再確認できた。
F．研究発表
１．論文発表　

　　なし
２．学会発表
1.Yamauchi,H．Kitano,A．Fukuda,T. Socio-economic impacts of breast cancer survivors. 50th Annual Meeting of American Society of Clinical Oncology. Chicago, US. 2014(submitted)

ほか，現在，国内外の学会発表および論文作成に向けて準備中。
G．知的財産権の出願・登録状況
1. 特許取得
　　特記すべきことなし
2. 実用新案登録
　　特記すべきことなし
3.その他
　　特記すべきことなし
資料：乳がんに関する調査報告書









